
（平成２４年８月２２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東京地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 30 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 28 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 35 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 23 件



 

東京国民年金 事案13421 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年７月から 48 年３月までの期間及び 50 年

10 月から 51 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年９月から45年３月まで 

② 昭和 45年10月から46年３月まで 

         ③ 昭和 47年７月から48年３月まで 

         ④ 昭和 50年10月から51年３月まで 

 

    

    

    私の国民年金の加入手続は、母に頼まれた私の妹が市役所で行い、申立期間の

国民年金保険料は、主に私の母が納付してくれていた。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③及び④については、それぞれ９か月、６か月と短期間であり、それぞ

れの申立期間前後の期間の国民年金保険料は納付済みである。 

また、申立人の保険料を母親から頼まれて納付したことがあったとする申立人の

妹は、申立期間④の保険料が納付済みであるなど、申立内容に不自然さはうかがえ

ない。 

一方、申立期間①については、申立人は、「私の国民年金の加入手続は、母に頼

まれた私の妹が市役所で行った。」とし、その妹も、「私が17歳か18歳頃に母に

頼まれて兄の国民年金の加入手続を行った。」としていることから、妹が申立人の

国民年金の加入手続を行ったとする時期（昭和 39年３月から41年３月まで）の国

民年金の手帳記号番号払出簿を確認した結果、申立人の氏名の記載が無い上、申立

人の国民年金手帳の記号番号は申立期間①後の 45年11月頃に払い出されており、

申立内容と相違する。 

また、上記手帳記号番号の払出時点では、申立期間①の保険料は年度を遡って納

付することとなるが、申立人は保険料を遡って納付したことは一度もなく、母親か

 



  

ら申立人の保険料を遡って納付したと聞いたこともなかったとしている。 

さらに、申立人は、以前、別の手帳を所持していたが市役所から求められ母親が

返却したとしているものの、手帳を返却した時期、冊数、表紙の色及び内容に関す

る記憶が明確でないなど、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人は当該期間の保険料を市役所の窓口で納付したと

しているものの、申立人が所持する年金手帳には、当該期間の検認印が押されてい

ない。 

また、申立人は保険料を遡って納付したことは一度もないとしていることなどか

ら、申立期間②の保険料を過年度納付により納付したことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

このほか、申立人は申立期間①及び②の保険料の納付に関与しておらず、当該期

間の保険料の納付を行ったとするその母親から保険料の納付状況等を聴取すること

ができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立期間①及び②の保険料を母親から頼まれて納付したことがあったとす

る妹は、保険料の納付方法及び納付額に関する記憶が明確でない。 

さらに、申立人の母親及び妹が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の母親及び妹が申立期間①

及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、47 年

７月から48年３月までの期間及び 50年10月から51年３月までの期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



  

東京国民年金 事案13422 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年７月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年７月から50年12月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、当初は私の国民年金保険料を納付

してくれていた。私は、昭和 49 年３月に保険料を再度納付するために手続を行

い、その後は私が必ず保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 18 か月と比較的短期間であり、申立人は、申立期間前後の国民年金

保険料を納付している。 

また、申立人は、「昭和 49 年３月に保険料を再度、納付するために手続を行っ

た。」とするところ、申立人が所持する国民年金手帳の「変更後の住所」欄には申

立期間当時に申立人が居住していた住所が記載され、「昭和49年３月15日」のス

タンプが押されていることが確認できる。 

さらに、申立期間直前の昭和 49 年４月から同年６月までの期間については、申

立人が同年６月３日に郵便局で当該期間の保険料を納付したことを示す領収証書を

所持していることから、平成 16年３月25日に未納から納付済みに納付記録が訂正

されていることがオンライン記録で確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



東京厚生年金 事案23577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、

平成３年11月から４年９月までは 41万円、同年10月から５年９月までは44万円に訂

正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11月１日から５年10月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額は８万円とさ    

れているが、当時の給与は 41万円であったので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、平成３年 11月から４年９月までは41万円、同年10月から５年９月までは44万

円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成

５年 10 月 31 日）の後の同年 11 月５日付けで、遡って８万円に減額訂正されているこ

とが確認できる。 

なお、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、申立人は同社の取締役でなかったこ

とが確認でき、申立人の上記減額訂正への関与は認められない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

はなくなった後に、上記標準報酬月額の減額訂正処理を遡って行う合理的な理由は無く、

有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成３年 11 月から４年９月までは

41万円、同年 10月から５年９月までは 44万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成 12 年２月

１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 12 年２月の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められ、また、事業主が申立人に係る同年３月の厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

12年４月から同年９月までを 24万円、同年 10月を 26万円、同年 11月から 13年１月

までを24万円、同年２月から 14年３月までを26万円、同年４月から16年３月までを

28万円、同年４月を 44万円、同年５月及び同年６月を 38万円、同年７月を 32万円、

同年８月を 34万円、同年９月を 30万円、同年 10月から 17年１月までを 32万円、同

年２月を30万円、同年３月を 34万円、同年４月を41万円、同年５月を38万円、同年

６月及び同年７月を 41万円、同年８月を38万円、同年９月及び同年10月を41万円、

同年 12月を 34万円、18年１月を 41万円、同年２月を 32万円、同年３月を 36万円、

同年４月を 34 万円、同年５月を 38 万円、同年６月を 34 万円、同年７月から同年９月

までを 36万円、同年 10月を 38万円、同年 11月及び同年 12月を 36万円、19年１月

及び同年２月を 44 万円、同年３月を 41 万円、同年６月及び同年７月を 34 万円、同年

８月を38万円、同年９月を 44万円、同年10月を38万円、同年11月を44万円、同年

12月を36万円、20年１月を 41万円、同年２月及び同年３月を44万円、同年４月から

21年５月までを 38万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成12年２月１日から同年４月１日まで  

         ② 平成12年４月１日から21年７月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。同

    



社に勤務していた期間の給料明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。また、同社に勤務していた申立期間②の厚生年金保険の標準報酬月額

が、報酬月額に見合う標準報酬月額と相違している。給料明細書を提出するので、正

しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出された契約社員請負契約書（契約期間：平成

12 年２月１日から同年３月 31 日まで）及び平成 12 年３月分の給料明細書から、申

立人は、申立期間①もＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人が提出した上記以外の給料明細書から、平成 12 年３月分の給料明細

書において控除されている厚生年金保険料は、同年３月のものであることが認められ

る。 

さらに、申立人と同一身分、同一職種の同僚から提出された平成 12 年２月分及び

同年３月分の給料明細書において、同年２月及び同年３月の厚生年金保険料が控除さ

れていることが認められる上、申立人と同一職種の従業員は、Ａ社において、給与か

らの保険料控除は同年２月分から開始された旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人及び上記同僚から提出された

給料明細書において確認できる保険料控除額及び報酬月額から、26 万円とすること

が妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは平

成12年３月１日（後に平成 12年２月１日に訂正）であり、申立期間①のうち、同年

２月１日から同年３月１日までの期間は適用事業所となっていないが、当該期間にお

いても同社は法人事業所であったことが確認できることから、厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について、申立

期間①のうち、平成 12 年２月については、Ａ社は適用事業所の要件を満たしていな

がら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることか

ら、事業主は、申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立期間①のうち、平成 12 年３月について、事業主が申立人に係る厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主に照会したが、回答は

得られず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認



められない。 

２ 申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

いう。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②のうち、平成 12年４月及び同年５月、同年８月から17年

10月まで、同年 12月から 19年３月まで、同年６月から 21年５月までの標準報酬月

額については、申立人から提出された給料明細書において確認できる保険料控除額又

は報酬月額から、12 年４月、同年５月、同年８月及び同年９月は 24 万円、同年 10

月は 26万円、同年 11月から 13年１月までは 24万円、同年２月から 14年３月まで

は26万円、同年４月から 16年３月までは28万円、同年４月は44万円、同年５月及

び同年６月は 38万円、同年７月は 32万円、同年８月は34万円、同年９月は30万円、

同年 10月から 17年１月までは 32万円、同年２月は 30万円、同年３月は 34万円、

同年４月は 41 万円、同年５月は 38 万円、同年６月及び同年７月は 41 万円、同年８

月は 38万円、同年９月及び同年 10月は 41万円、同年 12月は 34万円、18年１月は

41万円、同年２月は 32万円、同年３月は 36万円、同年４月は 34万円、同年５月は

38万円、同年６月は 34万円、同年７月から同年９月までは36万円、同年10月は38

万円、同年 11 月及び同年 12 月は 36 万円、19 年１月及び同年２月は 44 万円、同年

３月は 41 万円、同年６月及び同年７月は 34 万円、同年８月は 38 万円、同年９月は

44万円、同年 10月は 38万円、同年 11月は 44万円、同年 12月は 36万円、20年１

月は41万円、同年２月及び同年３月は 44万円、同年４月から21年５月までは38万

円とすることが妥当である。 

また、申立期間②のうち、平成 12 年６月及び同年７月の標準報酬月額については、

申立人は給料明細書を保有していないが、当該期間の前後の期間における給料明細書

において確認できる保険料控除額及び報酬月額から判断して、当該期間においても同

様の保険料控除額及び報酬月額であったと認められることから、24 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主から回答は得られないが、上記給料明細書において確認できる保険料控除額又は

報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一

致していないことから、事業主は、上記給料明細書において確認できる保険料控除額

又は報酬月額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は

当該標準報酬月額に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 一方、申立期間②のうち、平成 17年11月について、給料明細書において確認でき

る報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より低いことが



確認できる。 

また、申立期間②のうち、平成 19 年４月及び同年５月について、申立人は給料明

細書を保有していないが、当該期間の後の期間における給料明細書において当該期間

の厚生年金保険料の控除は確認できるものの、申立人は、当該期間は休職していた旨

供述している上、申立人が当時居住していた市から提出された依頼票兼回答票に記載

されている同年分所得の「支払金額」と、対応する月分の給料明細書における総支給

額の合計はおおむね一致することから、申立人について、当該期間における給与の支

給は無かったと推認できる。 

さらに、申立期間②のうち、平成 21 年６月について、当該期間における給料明細

書において確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬

月額と一致することが確認できるが、厚生年金保険料の控除が確認できない。 

したがって、申立期間②のうち、平成 17年 11月、19年４月、同年５月及び 21年

６月については、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わ

ない。 



東京厚生年金 事案23581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、30 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年１月１日から15年２月６日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬額に見合う標準報

酬月額と相違していることが分かった。一部期間の給与明細書及び源泉徴収票を提出

するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る給与明細書（平成 10 年２月、同年５月、同年

６月、11 年 12 月、12 年１月、同年４月、同年 12 月、13 年 11 月、同年 12 月、14 年

10 月、同年 11 月及び 15 年２月を除く。）によると、報酬月額に見合う標準報酬月額

は、オンライン記録の標準報酬月額より高いことが確認できる上、保険料控除額に見合

う標準報酬月額についても、オンライン記録の標準報酬月額より高いことが確認できる。

また、申立期間のうち、給与明細書の提出が無い期間について、ⅰ)申立人から提出

された当該期間の前後の期間における給与明細書において確認できる保険料控除額が同

額であること、ⅱ)申立人から提出された平成 12 年分から 14 年分までの給与所得の源

泉徴収票において確認できる社会保険料等の金額が、給与明細書において確認できる厚

生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料の控除額の合計額とほぼ一致することなどの

理由により、給与明細書の提出がある月と同様の保険料が控除されていたと認められる。

なお、上記給与明細書によると、厚生年金保険料及び健康保険料の料率改正月の翌月

の給与から当該改正料率に基づき計算された保険料が控除されていることが確認できる

ことから、Ａ社においては、申立期間当時、厚生年金保険料は翌月控除であったことが

認められる。 

 

 



一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書及び源泉徴収票に

おいて確認できる厚生年金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、上記給与明細

書及び源泉徴収票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン

記録の標準報酬月額が、長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該給与

明細書及び源泉徴収票において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



東京厚生年金 事案23582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額に係る記録は、事後訂正の結果、平成 21 年

２月から同年７月までは 24 万円、同年９月及び同年 10 月は 26 万円とされているとこ

ろ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の

基礎となる標準報酬月額は訂正前の、同年２月から同年７月までは 20 万円、同年９月

及び同年10月は24万円とされているが、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、同年２

月から同年７月までは 24 万円、同年９月及び同年 10 月は 26 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 21年２月１日から同年８月１日まで 

         ② 平成 21年９月１日から同年11月１日まで     

Ａ社が労働基準監督署の是正勧告に基づき未払残業代を遡って支給したところ、随

時改定が必要となったため、同社は、年金事務所に標準報酬月額の訂正の届出を行っ

たが、保険料は時効により納付できず、申立期間の訂正後の記録は年金の給付に反映

されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当初、

平成21年２月から同年７月までは 20万円、同年９月及び同年10月は24万円と記録さ

れていた。 

その後、平成 22 年８月 25 日付けで労働基準監督署からＡ社に対し、申立人に係る

20年９月分から 22年８月分までの残業代未払の是正勧告が行われた。 



これを受けてＡ社は、当該期間の未払残業代を平成 22年９月から23年２月にかけて

支給したところ、申立人については 20年11月に昇給があったことから、同社は、随時

改定の届出漏れが生じたとして、21 年２月の随時改定及び同年の定時決定に係る届出

を申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の23年12月９日付けで年金

事務所に行い、当初、21 年２月から同年７月までは 20 万円、同年９月及び同年 10 月

は 24 万円と記録されていた申立期間の標準報酬月額は、同年２月から同年７月までは

24 万円、同年９月及び同年 10 月は 26 万円に訂正された。ただし、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標

準報酬月額（平成 21年２月から同年７月までは 24万円、同年９月及び同年 10月は 26

万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（平成 21 年２月から同年７月まで

は20万円、同年９月及び同年 10月は24万円）とされている。 

しかしながら、Ａ社は、平成 20年９月分から22年８月分までの未払残業代の支給に

伴い、追加控除が必要となった厚生年金保険料の差額を 23 年２月の支給時にまとめて

控除したと供述しているところ、同社から提出された賃金台帳、遡及支払額一覧、厚生

年金保険料遡及控除額一覧及び遡及手当一覧により、各月の未払残業代が申立人に支払

われたことが確認でき、また、同年２月に控除された厚生年金保険料は、申立期間にお

いて事業主により控除されていたとみなすのが相当である。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給与等関係資料において確認

できる保険料控除額から、平成 21年２月から同年７月までは24万円、同年９月及び同

年10月は26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成23年12月９日付けで

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届及び同算定基礎届を提出

していることから、社会保険事務所（当時）は当該標準報酬月額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 



東京厚生年金 事案23587 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額を28万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成３年７月１日から同年12月28日まで 

年金事務所からの通知により、Ａ社（厚生年金保険の適用は、Ｂ社）に勤務した期    

間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が遡って引き下げられているこ

とを知った。会社から標準報酬月額の引下げについて通知を受けていない。申立期

間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ社における申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録によれば、当初、

28 万円と記録されていたところ、申立人に係る同社における資格喪失日（平成３年 12

月 28 日）より後の平成４年６月８日付けで、遡及して３年７月から同年９月までは 24

万円、同年 10 月及び同年 11 月は 20 万円に減額訂正されている上、申立期間における

同社の被保険者 17 人（申立人を含む。）全員の標準報酬月額についても、同日付けで

遡及して減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ｂ社に係る閉鎖商業登記簿謄本の役員欄に申立人の名前は無く、複数の従業員

は、申立人は厚生年金保険事務に関与していなかったと供述していることから、申立人

は当該標準報酬月額の減額訂正処理に関与していなかったものと認められる。 

さらに、年金事務所は、上記遡及訂正時における各種届出用紙等は保存期間経過のた

め廃棄済みと回答している上、Ｂ社の事業主及び厚生年金保険事務担当者に当時の経営

状況等について照会したものの回答を得ることができなかったが、複数の従業員は、同

社では平成３年 11月から給与の遅配が続いていたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成４年６月８日付けで行われた申立期間に係る標準

報酬月額の遡及減額訂正処理は事実に即したものとは考え難く、有効な記録訂正があっ

たとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た 28万円に訂正することが必要である。 

 



東京厚生年金 事案23588 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成 10 年５

月から同年９月までを 28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについて

は、明らかでないと認められる。 

また、申立期間②について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準

報酬月額に係る記録を 30万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 10年５月１日から12年９月１日まで 

         ② 平成 13年11月１日から15年２月１日まで     

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準報酬月額

が、支給されていた給与額に見合う標準報酬月額より低く記録されている。給与明細

書を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①のうち、平成 10 年５月から同年９月までの標準報酬月額

については、申立人が保有する当該期間の給与明細書において確認できる保険料控除

額から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確認できる関連資料及び



周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、上

記給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額に係る届出を社会保

険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、平成 10 年 10 月から 12 年８月までの期間について、上

記給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン

記録の標準報酬月額と一致していることから、特例法に基づく記録訂正の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

２ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人の平成 13 年 11 月から 14

年９月までの標準報酬月額は、当初、30万円と記録されていたところ、同年10月 22

日付けで、13 年 11 月に遡及して 24 万円に減額訂正されている上、同日付けで申立

人と同様に３名の標準報酬月額が遡及して減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、申立人は、同社の役員ではなかっ

たことが確認できる上、元同僚は、申立人は飲食店の店長として勤務していたと述べ

ていることから、社会保険事務に関与していなかったものと認められる。 

さらに、申立人は、上記減額訂正が行われた当時、会社は資金繰りに苦労しており、

給与の支払が遅れることがあった旨供述している上、Ａ社に係る滞納処分票により、

同社は、平成 13 年度の厚生年金保険料を滞納したことから、滞納保険料を解消する

ために、当該減額訂正が行われたと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人に係る平成

13 年 11 月から 14 年９月までの標準報酬月額について遡って減額訂正する合理的な

理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の当該期間

に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 30 万円に訂正する

ことが必要である。 

一方、オンライン記録によると、平成 14 年 10 月の定時決定により 24 万円と記録

されているが、当該定時決定に係る処理日は、上記減額訂正に係る処理日と同日であ

ることが確認できる。 

これらの事実を総合的に判断すると、当該定時決定に係る処理については、有効な

記録訂正とは認められない上記減額訂正に連動してなされたものと考えるのが相当で

あることから、平成 14 年 10 月から 15 年１月までに係る標準報酬月額については、

申立人に係る上記訂正後の 14 年９月の標準報酬月額から、30 万円に訂正することが

必要である。 

 



東京厚生年金 事案23591 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年１月１日から４年５月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の報酬

額に見合う標準報酬月額と相違している。退職後に会社が標準報酬月額を引き下げて

いるので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 53 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった

平成４年５月 31日より後の同年９月３日付けで、遡って15万円に減額訂正されている

上、申立人と同様に、同社の代表取締役のほか７人の役員等についても、標準報酬月額

を遡及して減額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は、平成４年１月 10 日に

取締役に就任していることが確認できるが、同社の複数の関係者は、「申立人は、申立

期間当時、コンサルタント的な立場の業務や情報システムの企画を担当する役員であり、

総務や経理等は担当していなかったことから、社会保険事務に関与する立場にはなかっ

たと思う。」旨供述していることから、申立人が当該標準報酬月額の減額訂正処理に関

与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記減額訂正処理を行う合

理的な理由は無く、申立期間について標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは

認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出た 53万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23597 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 31 年５月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年４月30日から同年５月１日まで 

Ａ社又はＢ社（以下「Ａ社等」という。）にラジオ等の販売業務で勤務した期間の    

うち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。Ａ社からＢ社に社名が変わったも

のの、継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社等の従業員並びに申立人が記憶している同僚及び社会保険事務担当者の供述から

判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社等に継続して勤務していたことが認めら

れる。 

また、Ａ社等に係る事業所別被保険者名簿及び商業・法人登記簿謄本によると、両社

の事業主、所在地共に同一であることが確認できるところ、上記社会保険事務担当者は、

「Ａ社とＢ社の給与計算は一体的に行われていた。また、Ａ社の給料の締日は 20 日、

支払日は末日、保険料の控除方法は当月控除であった。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社において、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 31 年３月の

社会保険事務所（当時）の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は既に

死亡しているため確認することができないが、事業主が資格喪失日を昭和 31 年５月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４月 30 日と誤って記録す



ることは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案23598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 54 年３月 21

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年２月21日から同年３月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間   

の給料支払明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給料支払明細書及び雇用保険の加入記録により、申立人は申

立期間においてもＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給料支払明細書において確認できる

保険料控除額から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立期間当時の資料を保存していないことから不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 



東京厚生年金 事案23599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け

出た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の当該期間に係る標準報

酬月額を18万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年５月１日から５年８月１日まで 

② 平成５年８月１日から６年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬月

額に見合う標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。また、

同社に平成６年１月 31 日まで勤務したはずなので、申立期間②を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の厚生年金保険の標準報酬

月額は、当初、18 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった日（平成５年８月１日）の後の平成６年２月２日付けで、遡って 12 万

6,000 円に減額訂正され、更に同年３月３日付けで、遡って８万円に減額訂正されて

いることが確認できる。 

  また、Ａ社における申立人を除く被保険者 15 人全員について、申立人と同様に、

平成６年３月３日付けで、資格取得日に遡って８万円に減額訂正されていることが確

認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、厚生年金保険の適用事業

所でなくなった後に、申立人に係る標準報酬月額を遡って減額訂正する合理的な理由

は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の当該期間に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 18 万円に訂正すること

が必要である。 

２ 申立期間②について、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録によると、離職日

は平成５年10月20日とされており、申立人が申立期間②のうち、同年８月１日から



同年10月20日まで同社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社の事業主は所在不明であり、申立人の申立期間②における勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、雇用保険の加入記録における離職日と厚生年金保険被保険者の資格喪失日が

共に申立人と同日となっている従業員が二人確認でき、当該従業員に照会したところ、

一人から回答があり、同人は、申立期間②においてＡ社に勤務していなかった旨供述

している。 

さらに、オンライン記録によると、遡って記録訂正されている等、社会保険事務所

の事務処理に不合理な点は見当たらない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23603 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 42年４月25日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立人

のＡ社における資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万円とすることが妥当である。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生

住    所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年４月25日から同年５月25日まで 

日本年金機構から届いた記録によると、Ａ社での厚生年金保険被保険者の資格取得

日は昭和42年５月 25日とされているが、自分が保管している厚生年金保険被保険者

証には資格取得日は同年４月 25 日と記載されているので、厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社における厚生年金保険被保

険者の資格取得日は、昭和 42年５月25日と記録されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社において、昭和 42年４月26日に厚生年金保険の被保険者資格を

取得している従業員は、「申立人と自分は昭和 42 年４月のほぼ同日にＡ社に入社し

た。」と供述していることから、申立人が申立期間において同社に勤務していたことが

推認できる。 

また、申立人が保管している厚生年金保険被保険者証に記載された資格取得日は、昭

和42年４月 25日とされており、厚生年金保険記号番号払出簿にも、Ａ社における資格

取得日は同年４月 25日と記載されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人に係る年金記録管理

に不備があったことが認められ、申立人が主張する昭和 42年４月25日に厚生年金保険

の被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42 年５月の

社会保険事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案23604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

を53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 10月１日から４年10月16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の報酬

額に見合う標準報酬月額と相違している。平成３年分及び４年分給与所得の源泉徴収

票を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、53 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

た日（平成４年 10 月 16 日）の後の平成５年４月 28 日付けで、３年 10 月に遡って 28

万円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間当時、Ａ社が加入していた厚生年金基金から提出のあった申

立人に係る厚生年金基金加入員台帳における標準給与は 53 万円と記録されており、上

記遡及訂正処理前のオンライン記録の標準報酬月額と一致する。 

また、申立人から提出された平成３年分及び４年分給与所得の源泉徴収票における

「社会保険料等の金額」は、両年とも上記遡及訂正処理前のオンライン記録の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料の控除額の合計とほぼ一致す

る。 

一方、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は昭和62年５月26日から

平成４年６月 30 日まで同社の取締役であったことが確認できるが、上記遡及訂正処理

日において取締役であったことが確認できない上、申立人は、同社において管理建築士

として設計・管理業務を行っていたとしている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、厚生年金保険の適用事業所

でなくなった後に、申立期間の標準報酬月額を遡って減額訂正する合理的な理由は無く、



有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 53 万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23606 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成８年 10 月４日で

あると認められることから、申立期間①の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、22万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年６月30日から同年10月４日まで 

         ② 平成８年10月４日から同年12月１日まで 

Ａ社のＢ営業所に事務職として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。保険料控除が分かる給与明細書を提出するので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①について、雇用保険の加入記録及びＡ社が保有する資料により、申立人が

同社に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資

格喪失日について、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成８年９月 10 日

より後の同年 10月４日付けで、遡って同年６月30日とする処理が行われている上、同

社において厚生年金保険被保険者であった複数の従業員についても、申立人と同様の処

理が行われていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、同社は申立期間①においても法人

事業所であることが確認できることから、当時の厚生年金保険法における適用事業所の

要件を満たしていたものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、厚生年金保険の

適用事業所でなくなった後に、遡って申立人に係る被保険者資格を喪失させる処理を行

う合理的な理由は無く、当該処理は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ

社における資格喪失日を当該処理日である平成８年 10 月４日に訂正することが必要で

ある。 



なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記処理前のオンライン

記録から、22万円とすることが妥当である。 

 一方、申立期間②について、雇用保険の加入記録及びＡ社が保有する資料により、申

立人が同社に勤務していたことは認められる。 

また、申立人から提出のあった平成８年 10 月及び同年 11 月の給与明細書により、

申立人は、厚生年金保険料を控除されていたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、平成８年 10 月及び同年 11 月の厚生年金保険料を誤って控

除したため、９年 11月19日に申立人に返還したとして、当該事実を示す資料を提出し

ており、申立人も当該事実を認めていることから、当該期間に係る厚生年金保険料は申

立人に返還されたと推認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 

 



東京厚生年金 事案23607 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成７年 11月 14日で

あると認められることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、平成７年９月及び同年 10 月の標準報酬月額については、34 万円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年９月26日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間後に同社の関連会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）に異動したが、申立期間にはＡ

社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が昭和 62 年４月１日から平成７年 11 月 13 日ま

でＡ社に勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人について、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった平成７年９月 26日より後の同年11月28日付けで、遡って同年10月の定

時決定の記録が取り消されるとともに、被保険者資格を同年９月 26 日に喪失した旨の

処理が行われており、同社の従業員６人についても、申立人と同様の処理が行われてい

ることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、同社は平成９年１月＊日に破産宣告

していることが確認できることから、同社は適用事業所でなくなった７年９月 26 日以

降も、法人事業所として当時の厚生年金保険法における適用事業所の要件を満たしてい

たと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人に係る資格

喪失日を平成７年９月 26 日とする処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記

録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における資格喪失日を、雇用



保険の記録における離職日の翌日である同年 11月14日に訂正することが必要である。 

なお、平成７年９月及び同年 10 月の標準報酬月額については、申立人のＡ社におけ

る同年８月のオンライン記録から、34万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成７年 11 月 14 日から同年 12 月１日までの期間について、

Ａ社の元事業主の回答により、申立人は、当該期間に同社において継続して勤務してい

たことは認められる。 

しかしながら、上記元事業主は、当該期間における厚生年金保険料の控除について、

Ａ社が倒産した際に当該期間当時の書類を廃棄しており、不明であるとしている。 

なお、Ａ社において申立人と同様に上記喪失処理が行われた同僚から提出された平成

７年 10 月分の給与明細書と８年度市民税県民税特別徴収税額通知書から判断すると、

申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を

昭和 46 年７月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 2,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年７月２日から同年８月１日まで 

昭和 46 年７月２日にＣ社から子会社であるＡ社へ移籍したが、申立期間の厚生年

金保険の加入記録が無い。申立期間も継続して勤務し、厚生年金保険料も控除されて

いたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について第三者委員会に年金記録の訂正を申し立て、既に記録訂正が認めら

れている同僚は、「申立人を含む 12 人が、申立期間にＣ社からＡ社に移籍した。」旨

供述している。 

また、Ｂ社は、「前回、申立人の同僚の申立てに際し、当該同僚が第三者委員会に提

出した昭和 46 年７月分の給与明細書は、当社が発行したものであることを確認してお

り、申立人を含む 12 人のＣ社からＡ社への異動日は同年７月２日であると思われ

る。」、「当該同僚について、昭和 46 年７月の厚生年金保険料を控除していたので、

申立人についても厚生年金保険料を控除していたと思われる。」と回答していることか

ら、申立人は、昭和 46 年７月２日からＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46 年８月の

社会保険事務所（当時）の記録から、７万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立人の資格取得日に係る届出の誤りを認めていることから、社会保険事務所は、



申立人に係る昭和 46 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案23609 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成３年８月１日から４年６月 30 日までの期間について、事業主

が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額

であったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、３年８月

及び同年９月は 22 万円、同年 10 月から４年５月までは 24 万円に訂正することが必要

である。 

また、申立期間のうち、平成４年６月 30日から５年４月20日までの期間について、

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年４月 20 日であると

認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、平成４年６月から同年９月までは 24 万

円、同年10月から５年３月までは８万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月１日から５年４月20日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の一部について厚生年金保険の加入記録が無

く、また、標準報酬月額が低く記録されていることが分かったので、正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成３年８月から４年５月までの期間について、オンライン記録

によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、３年８月及

び同年９月は 22 万円、同年 10 月から４年２月までは 24 万円と記録されていたとこ

ろ、同年３月７日付けで、３年 10 月の定時決定の記録が取り消され、同年８月に遡

って８万円に減額訂正され、申立人に係る資格喪失日である４年６月 30 日まで継続

していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社において、申立人と同様に、平成４年３月７

日付けで３年 10 月の定時決定の記録が取り消され、同年８月に遡って標準報酬月額

が減額訂正されている者が、申立人のほかに 18人確認できる。 

さらに、Ａ社に係る滞納処分票を確認することはできなかったものの、同社の元従



業員は、経営不振で給料も遅配され賞与もカットされたと回答している。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、申立期間において申立人の氏名

は見当たらず、また、複数の従業員が、同社の社会保険手続及び給与計算担当者とし

て申立人以外の者の氏名を挙げていることから、申立人は上記標準報酬月額の減額訂

正処理に関与していなかったことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、平成４年３月７日付けで

行われた上記遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人に係る標準報酬

月額を遡って減額訂正する合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れないことから、申立人の３年８月から４年５月までの標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届け出た、３年８月及び同年９月は 22万円、同年10月から４年

５月までは24万円に訂正することが必要である。 

２ 申立期間のうち、平成４年６月 30日から５年４月20日までの期間について、雇用

保険の加入記録により、申立人は、当該期間においてもＡ社に継続して勤務していた

ことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保

険者の資格喪失日は、当初、平成５年４月 20 日と記録されていたところ、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった同年９月20日より後の６年３月18日付けで、

４年 10 月の定時決定の記録（標準報酬月額：８万円）が取り消され、遡って同年６

月30日に訂正されていることが確認できる上、申立人と同様に、６年３月18日付け

で、４年10月の定時決定の記録が取り消され、資格喪失日が遡って同年６月30日に

訂正されている者が 21人確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、同社は申立期間及び上記訂正処理

日において法人事業所であることが確認できることから、同社は当時の厚生年金保険

法の適用事業所としての要件を満たしていたものと判断され、社会保険事務所におい

て、上記適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、資格喪失日を平成４年６月 30 日

に訂正する旨の処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れないことから、申立人のＡ社における資格喪失日を、事業主が社会保険事務所に当

初届け出た５年４月 20日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、平成４年６月から同年９月までは、申

立人に係る上記訂正後の同年５月の標準報酬月額から24万円、同年10月から５年３

月までは、上記取消し前の４年 10 月の定時決定の記録から８万円とすることが妥当

である。 



東京厚生年金 事案23610 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を９万2,000円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年１月１日から同年７月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標

準報酬月額が厚生年金基金の加入員記録より低額となっているので、正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ支店の厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、８万円と記録されているところ、Ｂ社から提出のあった厚生年金基金の加入員

記録によれば、当該標準報酬月額は、昭和 49 年１月の随時改定により９万 2,000 円と

なったことが確認できる。 

また、Ｂ社は、申立期間当時、社会保険事務所及び厚生年金基金に係る各種届出につ

いて、複写式の様式を使用していた旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額（９万 2,000円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 



東京厚生年金 事案23611 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を11万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年１月１日から同年７月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標

準報酬月額が厚生年金基金の加入員記録より低額となっているので、正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ支店の厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、９万8,000円と記録されているところ、Ｂ社から提出のあった厚生年金基金の

加入員記録によれば、当該標準報酬月額は、昭和 51年１月の随時改定により11万円と

なったことが確認できる。 

また、Ｂ社は、申立期間当時、社会保険事務所及び厚生年金基金に係る各種届出につ

いて、複写式の様式を使用していた旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額（11万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 



東京厚生年金 事案23612 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を30万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年10月１日から63年４月14日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事務センターに勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の標準報酬月額が厚生年金基金の加入員記録より低額となっているので、正しい

記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、28 万円と記録

されているところ、Ｂ社から提出のあった厚生年金基金の加入員記録によれば、当該標

準報酬月額は、昭和 62年10月の定時決定により30万円となったことが確認できる。 

また、Ｂ社は、申立期間当時、社会保険事務所及び厚生年金基金に係る各種届出につ

いて、複写式の様式を使用していた旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額（30万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

 



東京厚生年金 事案23613 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を６万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年９月１日から47年10月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標

準報酬月額が厚生年金基金の加入員記録より低額となっているので、正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ支店の事業所別被保険者名簿によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、４万8,000円と記録されているところ、Ｂ社から提出のあった厚生年金基金の加入

員記録によれば、当該標準報酬月額は、昭和 46 年９月の随時改定により６万円となっ

たことが確認できる。 

また、Ｂ社が提出した申立人に係る「厚生年金保険被保険者台帳」によれば、「Ｃ支

店 46 ９月変 60 千円」という記載が確認できる上、同社は、申立期間当時、社会保険

事務所及び厚生年金基金に係る各種届出について、複写式の様式を使用していた旨回答

している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額（６万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

 



東京厚生年金 事案23614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日は昭和52年10月１日であ

ると認められることから、申立期間の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、12 万 6,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年９月30日から同年10月１日まで 

Ａ社Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間に支店間の異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社が保管する人事記録及びＤ健康保険組合の加入記録により

申立人は、申立期間にＡ社に継続して勤務（昭和52年10月１日にＡ社Ｃ支店から同社

Ｅ支店に異動）していたことが認められる。 

また、厚生年金基金の加入員台帳によると、申立人は、昭和52年10月１日にＡ社Ｃ

支店から「転出」、同日に同社Ｅ支店に「転入」と記録されていることが確認できる。 

さらに、Ｂ社は、社会保険事務所（当時）及び厚生年金基金への届出用紙について、

当時は複写式の様式を使用していたとしている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日を

昭和52年10月１日とする届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記厚生年金基金の加入員

台帳の記録から、12万6,000円とすることが妥当である。 

、

 



東京厚生年金 事案23615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日は昭和 47 年４月８日であ

ると認められることから、申立期間①の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、５万 6,000円とすることが妥当である。

また、申立期間②について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の当該期

間の標準報酬月額に係る記録を 11万円に訂正することが必要である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年３月30日から同年４月８日まで

         ② 昭和 49年８月１日から同年10月１日まで

 

     

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。当該期

間に異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。また、同社に勤務した期間のうち、申立期間②の厚生年金保険の標

準報酬月額が厚生年金基金の加入員記録より低いので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録及び社員台帳等により、申立人が当該期

間にＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、厚生年金基金の加入員台帳によると、申立人は、昭和 47 年４月８日にＡ社

Ｃ支店から「転出」、同日に同社Ｄ支店に「転入」と記録されていることが確認でき

る。 

さらに、Ｂ社は、当該期間当時、社会保険事務所及び厚生年金基金に係る各種届出

について、複写式の様式を使用していた旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日

を昭和47年４月８日とする届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係る上記厚生年金基金の加

入員台帳の記録から、５万 6,000円とすることが妥当である。 



２ 申立期間②について、Ａ社Ｄ支店に係る厚生年金保険被保険者原票によると、申立

人の当該期間に係る標準報酬月額は、９万 8,000円と記録されているところ、Ｂ社か

ら提出のあった厚生年金基金の加入員記録によれば、申立人の当該期間に係る標準給

与は、昭和 49年８月の随時改定により 11万円とされていることが確認できる。 

また、Ｂ社は、当該期間当時、社会保険事務所及び厚生年金基金に係る各種届出に

ついて、複写式の様式を使用していた旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間②について、事業主は、申立人が主張する

標準報酬月額（11万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

 



東京厚生年金 事案23617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を

53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から５年４月７日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に給

与から控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違していることが判

明したので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記

録によると、当初、53万円と記録されていたところ、申立人が同社において被保険者資

格を喪失した平成５年４月７日より後の６年３月４日付けで、４年２月に遡って８万円

に減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社に申立期間当時勤務していた申立人以外の11名についても、申立人と同様

に、平成６年３月４日付けで、標準報酬月額の減額訂正が行われている。 

そして、Ａ社の申立期間当時の事業主は、「当時は、経営状態が悪く、厚生年金保険

料を滞納していた。」旨供述していることから、上記標準報酬月額の減額訂正は、厚生

年金保険料の滞納を解消するために行われたものと考えられる。 

一方、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本から、申立人は、申立期間当時、同社の取締

役であったことが確認できるが、当時の事業主及び複数の同僚は、「申立人は、当時、

営業担当の取締役であり、社会保険事務には関与していなかった。」旨供述しているこ

とから、申立人が当該標準報酬月額の減額訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人に係る減額訂正処理

を遡及して行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことか

ら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

53万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 20 年

12月17日は41万円、21年７月７日は 40万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20年12月17日 

② 平成 21年７月７日 

    Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険

料は時効により納付することができず、申立期間の記録は年金の給付に反映されない

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る「給与支給明細書（賞与）」により、申立人は、申

立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記給与支給明細書において確認でき

る保険料控除額から、平成 20年 12月 17日は 41万円、21年７月７日は 40万 9,000円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に当該賞与に係る届出を行っ

ており、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めているこ

とから、これを履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案23619 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 14 年 10 月１日から 15 年７月１日までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 18 万円

に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年10月１日から15年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、厚生

年金保険料控除額に見合う標準報酬月額より低くなっている。当時の控除額が分かる

給与明細書を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 14 年 10 月から 15 年６月までの標準報酬月額について、オ

ンライン記録によると、15 万円と記録されているところ、申立人から提出された給

与明細書により、標準報酬月額 18 万円に基づく厚生年金保険料が給与から控除され

ていることが確認できる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、上記給与明細書に

おいて確認できる厚生年金保険料控除額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主に照会したものの回答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、申

立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認め

られない。 



２ 申立期間のうち、平成 15 年７月及び同年８月の標準報酬月額について、オンライ

ン記録によると、15 万円と記録されているところ、申立人から提出された給与明細

書により、標準報酬月額 18 万円に基づく厚生年金保険料が給与から控除されている

ことが確認できる。 

しかし、上記給与明細書から、申立人の当該期間における報酬額について、平成

15年７月は約 15万円、同年８月は約 13万円であることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

これらを総合的に判断すると、当該期間について、上記給与明細書において確認で

きる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低

いことから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



東京厚生年金 事案23622 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を昭和 54 年

１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24万円とすることが必要である。  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年12月１日から54年１月１日まで 

  Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

において同社Ｂ支店から同社Ｃ支店への異動はあったが、継続して勤務していたので

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険及び国民健康保険組合の加入記録並びにＡ社から提出された人事カードから

判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し(昭和54年１月１日に同社Ｂ支店から同

社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 53 年

11月の社会保険事務所（当時）の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



東京厚生年金 事案23623 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 39 年４月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

において同社本社から同社Ｂ工場への異動はあったが、継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社が提出した申立人に係る異動記録の写しから判断すると、

申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 39 年４月１日に同社本社から同社Ｂ工場に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 39 年２月の

社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 39 年

４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主は同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案23624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額を32万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生

住    所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年１月１日から10年７月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の給与

額に見合う標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、32 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

平成 10年７月 31日より後の 11年２月９日付けで、９年１月に遡って９万 2,000 円に

減額訂正されている上、申立人のほかにも複数の被保険者が同時期に標準報酬月額を減

額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は申立期間及び上記標準報

酬月額の減額訂正処理日において同社の取締役であったことが確認できる。 

しかしながら、申立人は、上記減額訂正処理には関与していないと供述しており、Ａ

社の元事業主は、同社は厚生年金保険料を滞納しており、滞納額を減額するため、社会

保険事務所から指示されて当該減額訂正処理に係る手続を行ったと供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、平成 11 年２月９日付けで

行われた申立人に係る標準報酬月額の遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録

訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た 32万円に訂正することが必要である。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13423（事案3273、7498、10376及び12427の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年３月から 45年２月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年３月から45年２月まで 

私は、昭和 43年３月及び 44年３月に、区役所でそれぞれ１年分の国民年金保    

険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間

当時の国民年金の加入手続及び納付していたとする保険料額に関する記憶が曖昧で

あるなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らず、また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 61 年９月時点

では申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないとして、既に当委員会の

決定に基づき平成 21年２月 25日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

これに対して申立人は再申立てを行い、申立期間中の昭和43年３月と44年３月

にそれぞれ１年間分の保険料を一括納付した記憶があり、いずれの納付時にも１年

間分の保険料を一括納付するために自身の月給の３か月分程度を準備しその中から

納付したと説明しているが、その金額は当時の保険料額と大きく相違するほか、申

立人は申立期間当時に国民年金手帳は渡されなかったと説明しているが、その当時

は現年度保険料の納付は年金手帳への印紙検認方式により行われていたなど、委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、当委員会における口頭意

見陳述の結果からも申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

が見当たらず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき事情も見当たらないとし



                      

  

て、平成 22 年５月 26 日、23 年３月 24 日及び同年 11 月９日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知がそれぞれ行われている。 

今回、申立人は、申立期間の保険料を納付していたことは間違いないとして５回

目の申立てを行っているが、委員会の当初の決定を変更すべき新たな資料の提出や

具体的な説明は無く、申立人の希望により実施した２回目の口頭意見陳述において

も、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情が見当

たらず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはで

きない。 



                      

  

東京国民年金 事案13424 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年８月から 54 年３月までの期間、平成７年 12 月及び８年１月

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年８月から54年３月まで 

         ② 平成７年12月及び８年１月     

私は、会社を退職した後の昭和 49 年８月に市役所で国民年金の加入手続を行

い、婚姻するまでは郵便局で国民年金保険料を納付していた。婚姻後は、夫が、

私たち同居家族の保険料を一緒に納付していた。納付方法は、当初は税理士に、

保険料を前納するようになった頃からは金融機関の職員に納付書と小切手を渡し

て納付していた。また、平成８年には保険料を納付することができなかったが、

後から遡って納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①については、申立人は、昭和 49 年８月に市役所で国民年金の加入手

続を行ったとしているが、当時申立人の住所は申立人が加入手続を行ったとする

市とは別の市であった上、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間①後の

54 年６月に払い出されており、加入手続の時期に関する申立人の記憶は明確では

ない。 

また、申立人は、申立期間①当初の国民年金保険料を郵便局で納付していたとし

ているが、申立人が当時住民登録していた市では、申立期間①当時、郵便局で現年

度保険料を納付することはできなかった。 

さらに、上記手帳記号番号が払い出された昭和 54 年６月の時点で、申立期間①

のうち、49 年８月から 52 年３月までの期間の保険料は、第３回特例納付による納

付を除き、保険料を納付することはできない期間であるが、申立人は申立期間①の

保険料を遡って納付した記憶は無いとしている。 

加えて、申立人は、現在、上記の国民年金手帳の記号番号のみが記載された年金



                      

  

手帳を所持しているが、申立人は別の年金手帳を所持していたことはなかったとし

ている上、申立人が国民年金の加入手続を行ったとする市及び申立期間①当初に申

立人が住民登録をしていた市の国民年金の手帳記号番号払出簿を確認した結果、申

立人の氏名の記載が無い等、申立期間当時に申立人に別の国民年金手帳の記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人の保険料を一緒に納付していたとする夫も保険料

が未納である。 

また、申立人は、「夫が亡くなった後に、保険料の納付ができなかったことが１

度ある。」としているところ、オンライン記録では、申立期間②のうち、平成８年

１月分の保険料は 10 年３月に「時効期間納付」として還付されていること、申立

期間②直後の８年２月から９年３月までの保険料を 10年３月23日に過年度納付に

より納付していることが確認でき、当該納付時点では申立期間②は時効により保険

料を納付することができない期間である。 

このほか、申立人及びその夫が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人及びその夫が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和49年４月から50年12月までの期間及び59年11月から61年３月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和49年４月から50年12月まで 

         ② 昭和59年11月から61年３月まで     

    私は、区役所の出張所で国民年金の加入手続を行い、３か月ごとに郵便局又は

金融機関で国民年金保険料を納付していた。昭和59年11月に婚姻し、国民年金を

含む全ての公的手続について氏名変更及び住所変更手続を行った記憶がある。申

立期間①の保険料が未納とされ、申立期間②が国民年金に未加入で保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、「国民年金の加入手続を行い、３か月ごとに国

民年金保険料を納付していた。」としているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭

和52年８月頃に払い出されており、当該払出時点では、申立期間①の過半は時効により保

険料を納付することができない期間である上、申立人は年度を遡って保険料を納付

した記憶は無いが遡った記録になっているのであれば、自身が納付したと思うとし

ており、過年度納付に関する申立人の記憶は明確ではない。 

また、申立人は上記の手帳記号番号が記載された年金手帳１冊のみを所持し、別の手帳

を所持した記憶は無いとしており、申立期間①当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、「３か月ごとに保険料を納付していた。」として

おり、婚姻前に居住していた区が発行した昭和59年10月から同年12月までの期間の納付書

兼納入済通知書（旧姓）を所持しているが、当該納付書兼納入済通知書には領収印が無い

上、申立期間②直前の59年10月分の保険料は申立人が婚姻後の60年８月30日に過年度

納付により納付したことが申立人が所持する納付書・領収証書で確認できる。 

また、申立人は厚生年金保険加入者と婚姻したことにより昭和59年11月＊日に国民年金



                      

  

の被保険者資格を喪失しており、申立期間②は国民年金の強制加入期間ではないため、制

度上、保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人は婚姻後居住したとする区での保険料の納付場所に関する記憶が明確で

なく、このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、



                      

  

東京国民年金 事案13426（事案1576の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61年９月から63年７月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61年９月から63年７月まで 

私は、市役所窓口で国民年金と国民健康保険に同時に加入し、それぞれの保険

料を自分で納付していた。申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、ⅰ）申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申立人は国民年金の加

入手続及び申立期間の保険料額、納付場所等の納付状況に関する記憶が曖昧である

など、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

いこと、ⅱ）申立人が保有している記号番号は、厚生年金保険の記号番号を基に付

番された基礎年金番号であり、国民年金の加入手続を行った記録は無く、国民年金

手帳を所持していた記憶も無いなど、国民年金手帳の記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらないことを理由として、既に当委員会の決定に

基づき、平成 20 年 10 月 29 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとの

通知が行われている。 

今回の再申立てにおいて、申立人は、申立期間当時居住していた市の申立期間に

係る国民健康保険被保険者証が新たに見つかったため、「申立期間当時、国民年金

に加入していた証拠であり、国民年金保険料を自分で納付していたのは確かであ

る。」として再度の申立てを行っているが、申立期間に係る当該市の国民健康保険

被保険者証については、前回の申立てにおいても提出されており、国民健康保険と

国民年金は個別の制度であり、本来、国民健康保険と国民年金の加入手続及び保険

料納付は個別に行う必要があることを踏まえると、申立人が前回及び今回提出して

いる申立期間に係る国民健康保険被保険者証や国民健康保険税領収証書をもって、



                      

  

国民年金にも同時に加入し、国民年金保険料を納付していたとまでは言えず、当該

資料をもって委員会の当初の決定を変更すべき資料とは認められず、その他に委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が、申立

期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13427 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年 11 月の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 11月 

私は、厚生年金保険適用事業所を退職後に国民年金への再加入手続を行い、婚    

姻して第３号被保険者となるまでの３か月間、国民年金保険料を納付した。申立

期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳によると、申立人は申立期間直後の平成４年 12 月１

日に国民年金の第１号被保険者として資格を取得し、５年２月 14 日に第３号被保

険者に種別変更していることが確認できることから、申立期間は国民年金の未加入

期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

また、申立人は平成４年 11月 27日に厚生年金保険適用事業所を退職し、翌日の

同年11月28日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失しているが、申立人は、所持

する年金手帳の国民年金の資格取得日が厚生年金保険の資格喪失日ではなく同年

12 月１日となっている理由について覚えていないと述べており、申立期間に係る

国民年金の加入手続に関する記憶が明確でない。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料の納付額、納付時期及び納付場所の記憶が

明確でなく、申立期間の保険料の納付状況が不明である上、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、



                      

  

東京国民年金 事案13428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年５月及び同年６月の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年５月及び同年６月 

私の父は、私の国民年金の加入手続をしてくれ、国民年金保険料を納付してく    

れていた。その後、私が自分で保険料を納付するようになったものの、その時期

については記憶しておらず、申立期間の保険料を父が納付してくれたのか、私が

納付したのかは分からないが、私は申立期間の保険料の領収証書を所持しており、

申立期間前後の期間を通じて生活状況に変化はなく、途中の納付記録が抜けてい

るのは不自然だと思うので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含む昭和 47 年４月から同年６月までの国民年金保険料

1,350 円を納付した領収証書を所持しているが、当該領収証書の納付日は時効期限

経過後の 50 年１月 17 日であること、第２回特例納付により申立期間直前の 47 年

４月の保険料 900 円が納付されていることがオンライン記録で確認できること、

450 円が還付されていることが還付整理簿及び還付充当死亡一時金等リストで確認

できることから、時効期限経過後に納付された保険料の一部は、当時実施されてい

た第２回特例納付により 47 年４月の保険料とされ、残額が還付されたため申立期

間が未納となったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の保険料を自身で納付したのか父親が納付してくれた

のか記憶が明確でなく、当該還付に関する記憶は無いと述べており、上記時効期限

経過後の納付以外で申立期間の保険料を納付した記憶が明確でないほか、父親から

当時の納付状況等を聴取することができないため当時の状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を上記納付後に納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の保険料が納付されていたことを



                      

  

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、



                      

  

東京国民年金 事案13429 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年７月から 53年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年７月から53年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 47 年＊月頃に市役所で国民年金の加入手続を行い、    

国民年金保険料を実家の近くの郵便局や勤務先の近くの金融機関で３か月ごとに

納付書で納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は20歳になった昭和 47年＊月頃に国民年金の加入手続を行い、現在所持

しているオレンジ色の年金手帳を交付されたと述べているが、同色の年金手帳の発

行が全国的に開始されたのは 49年11月以降であり、申立内容と一致しないほか、

申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の 54年２月16日に払い出されて

いることが、国民年金手帳記号番号の払出簿により確認できる。 

また、当該払出時点で、申立期間のうち大半の期間は時効により国民年金保険料

を納付することができない期間である上、申立人は過去の保険料を遡ってまとめて

納付した記憶は無いと述べている。 

さらに、申立人は加入手続時に交付されたと説明する年金手帳以外の別の年金手

帳を所持していた記憶は無く、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらず、申立人は申立期間の保険料額に

関する記憶が明確でないほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13430 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 12 月から 58 年４月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年12月から58年４月まで 

私は、亡くなった母が、私の国民年金の加入手続を行い、私が会社を退職して    

から日本を出国するまでの期間の国民年金保険料を納付していると言っていたこ

とを覚えている。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与しておらず、申

立人の国民年金の加入手続を行い保険料を納付していたとする申立人の母親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は、昭和 46 年４月に厚生年金保険に加入した際に

払い出された厚生年金保険の記号番号を基に平成 17年６月14日に付番されており

申立人に対し国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は確認できず、申立期間

は国民年金の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間で

ある。 

さらに、申立人は年金手帳を所持しておらず、自身の年金手帳に関する記憶は明

確でなく、母親から年金手帳を受け取った覚えはないと述べているなど、申立人に

国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いほか、申立期間について保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、

、

 



                      

  

東京国民年金 事案13431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年７月から 43 年６月までの期間、45 年３月から 46 年 12 月ま

での期間、47年４月から 48年３月までの期間及び 49年４月から 50年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年７月から43年６月まで 

         ② 昭和 45年３月から46年12月まで

         ③ 昭和 47年４月から48年３月まで 

         ④ 昭和 49年４月から50年３月まで 

     

    

    

    私は、申立期間①当時、会社を退職後に国民年金の加入手続を行い年金手帳

に領収書を貼っていた記憶がある。申立期間②、③及び④については、結婚後

に区役所で国民年金の加入手続を行い、数年は国民年金保険料を納付していな

かったが、国の２度の特例措置で夫婦の保険料を２回に分けてまとめて納付し

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、当該期間直前に勤務していた会社を退職し、

当時居住していた市の出張所で国民年金の加入手続を行い国民年金保険料を納付し

年金手帳に領収書を貼っていた記憶があるとしているが、申立人の国民年金手帳の

記号番号は、第１回特例納付実施期間中の昭和 46 年 10 月頃（申立期間②の期間

内）に夫婦連番で払い出されていることから、申立人は、この頃に加入手続を行っ

たものと考えられ、申立内容と符合しない。 

また、申立期間②、③及び④については、申立人は、申立期間②に係る国民年金

の加入手続後の数年は保険料を納付しておらず、その後に実施された第２回特例納

付により保険料を納付したはずとしているが、申立人が当該特例納付したとする期

間及び納付金額に関する記憶は明確ではない上、申立期間②、③及び④の保険料を

一緒に特例納付により納付したとする申立人の夫も、当該期間の保険料は未納であ

る。 

、



                      

  

さらに、申立人は、昭和 47 年１月から同年３月までの期間の保険料を、第２回

特例納付実施期間中である 49 年３月に過年度納付していることが特殊台帳により

確認できるものの、当該特例納付で保険料を納付した記録は確認できないなど、申

立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す資料（家計簿、確

定申告書等）も無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、



                      

  

東京国民年金 事案13432 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年４月から 50年９月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月から50年９月まで 

私は、時期は覚えていないが国民年金の加入手続を郵送で行い、国民年金保険

料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 52 年６月頃に払い出されており、当該

払出時点では、申立期間の大部分となる 43年４月から50年３月までの期間の国民

年金保険料は時効により納付することができない上、申立人は、保険料の納付時期

及び納付金額等の納付状況に関する記憶が明確ではない。 

また、申立人は、上記手帳記号番号が記載された年金手帳を１冊のみ所持し、当

該手帳以外に別の手帳を所持した記憶は無く、学生期間に国民年金の任意加入手続

をした記憶は無いとしている上、申立期間の一部を含む昭和46年４月から52年３

月までの期間（大学卒業後から婚姻まで）に係る申立人が申立期間当時から居住し

ている区の国民年金の手帳記号番号払出簿には、申立人の氏名の記載は確認できな

いなど、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿

確定申告書等）が無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、

、



                      

  

東京国民年金 事案13433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年２月から 45年９月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和42年２月から44年３月まで 

         ② 昭和 44年４月から45年９月まで 

私の母は、私が 20 歳の時に国民年金の加入手続を行い、結婚するまでの国民

    

    

年金保険料を自分たち夫婦の保険料と一緒に納付してくれていた。申立期間①が

国民年金に未加入とされ、申立期間②の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳の時に申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、婚姻するま

での国民年金保険料を納付してくれていたとしているが、申立人に国民年金手帳の

記号番号が払い出された記録は無く、申立人が昭和 61 年７月１日に被保険者資格

を取得した厚生年金保険の記号番号が平成９年３月６日に基礎年金番号として付番

されていることがオンライン記録で確認できる上、申立人は、現在、厚生年金保険

の記号番号が記載されている年金手帳及び当該記号番号が基礎年金番号として記載

されている年金手帳２冊のみ所持し、ほかの手帳の記憶は無いとしているなど、申

立期間当時に申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間①については、学生の任意加入適用期間の未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することができない期間である上、申立人と同じく、母親が国

民年金の加入手続及び婚姻するまでの保険料を納付していたとする申立人の妹も、

20 歳からの学生期間は任意加入適用期間の未加入期間となっていることが確認で

きる。 

さらに、申立期間②については、基礎年金番号が付番された平成９年３月６日に、

当該期間に係る資格得喪記録が追加されていることから、当該記録追加時点前まで



                      

  

は、当該期間は保険料を納付することができない国民年金の未加入期間であるほか

当該記録追加時点では、当該期間の保険料は時効により納付することはできない。 

加えて、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関与しておらず、国民年金の加入手続及び保険料を納付していたとする母親から

当時の状況等を聴取することが困難であることから当時の状況が不明であり、ほか

に申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、

、



                      

  

東京国民年金 事案13434 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年３月、53 年１月から 54 年６月までの期間、55 年 10 月から

56年３月までの期間、同年７月から同年 12月までの期間、57年８月、同年９月及

び58年１月から 59年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年３月 

         ② 昭和 53年１月から54年６月まで 

         ③ 昭和 55年10月から56年３月まで 

         ④ 昭和56年７月から同年12月まで 

         ⑤ 昭和 57年８月及び同年９月 

         ⑥ 昭和58年１月から59年３月まで 

    

    

    

    

    

私の20歳から 30歳(昭和46年から56年)頃までの国民年金保険料は、養母が

納付してくれていたと思う。また、昭和 56 年頃に転居した区の職員から過去の

未納保険料の納付を勧められ、私は手書きの納付書の束を受け取ったことを覚え

ており、その保険料は養母が知人に依頼し、知人が郵便局で納付してくれていた。

養母が亡くなった後の保険料は、養父又は知人が郵便局で納付してくれていた。

申立期間①、②、④、⑤及び⑥の保険料が未納とされ、③が申請免除期間で保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は国民年金の加入手続及び各申立期間の国民年金保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の保険料を納付及び負担していたとする養父母から当時の納付

状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

２ 申立期間①及び②については、申立人は、昭和 56 年頃に転居した区の職員か

ら過去の未納保険料の納付を勧められ、その保険料を知人が納付してくれていた

とも主張しているものの、申立人の転入者台帳整理カードにより、当該区へ台帳

が移管されたことが確認できる同年３月時点では、申立期間①及び申立期間②の

過半は、時効により保険料を納付することができない期間である上、申立人及び



                      

  

その養母から依頼され、遡って納付していたとする知人は、その納付金額に関す

る記憶が明確でない。 

また、申立期間③については、申立人は、当該申請免除期間の追納の申出に関

与しておらず、養父から当時の申出状況等を聴取することができないため、当時

の状況が不明である上、養父から依頼され、当該期間の保険料を納付していたと

する知人は、保険料の納付頻度、納付金額等の納付状況に関する記憶が明確でな

い。 

さらに、申立期間④については、養母から依頼され、当該期間の保険料を納付

していたとする知人は、保険料の納付頻度、納付金額等の納付状況に関する記憶

が明確でない上、当該期間直後の昭和 57 年１月から同年３月までの期間の保険

料は、時効直前の 59 年４月に過年度納付していることがオンライン記録で確認

でき、当該納付時点では、当該期間は、時効により保険料を納付することができ

ない期間である。 

加えて、申立期間⑤及び⑥については、養父から依頼され、当該期間の保険料

を納付していたとする知人は、保険料の納付頻度、納付金額等の納付状況に関す

る記憶が明確でない。 

３ 申立期間は６回に及び、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 46 年２月

頃に払い出されており、当該払出し以降において、当該手帳記号番号により申立

人の記録管理が行われていることが確認でき、これだけの回数及び期間について、

事務処理誤りが起こるとは考え難い。 

また、養父母及び知人が申立期間の保険料を納付（申立期間③については追

納）していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに養父

母及び知人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 



東京厚生年金 事案23579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年９月１日から平成元年９月30日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社Ｂ事業所にお

いて、昭和 62年９月１日から平成元年９月30日まで一人で勤務していたことは確か

なので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録によると、Ａ社における加入記録は無く、申立期間の勤

務について確認することができない。 

また、申立人の父親が代表取締役であるＡ社は、申立人の申立期間における勤務及び

保険料控除について、申立人は申立期間に同社Ｂ事業所で勤務しており、厚生年金保険

料も規定に基づき申立人の給与から控除していた旨回答している。そこで、同社に当時

の賃金台帳等の保険料控除が確認できる資料の有無について照会したところ、同社は回

答を裏付ける資料は保有していないとしており、当該回答から、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険料が給与から控除されていたとは認め難い。 

さらに、申立人は当該事業所名が記載された健康保険証を会社から交付されたとして

いるが、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票では、申立期間に欠番が無い上、申立人

に対して健康保険証が払い出された形跡は無く、また、申立人の父親が代表取締役であ

る同社は、申立人から保険料を控除し納付をしたとしているが、申立人に係る被保険者

資格取得届や喪失届が提出された記録は確認できない。 

なお、申立人が勤務していたとするＡ社Ｂ事業所の所在を証明する書類として、同社

は専任の取引主任者設置証明書を提出しているが、当該証明書の日付は、申立期間後の

ものであり、申立期間における同事業所の実態を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23580 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 10月１日から４年９月30日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬    

月額が引き下げられて記録されている。前後の記録からみても不自然なので、当初

の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、53 万円

と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成４

年９月 30 日）の後の平成４年 10 月８日付けで、３年 10 月に遡って８万円に減額訂正

されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社の商業・法人登記簿謄本により、申立期間当時及び上記減額訂正

処理が行われた時点において、申立人が同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、自身の標準報酬月額を減額訂正処理する手続等は別の取締役が行っ

ていたため自ら関与した記憶は無いと主張しているが、当該手続に必要な社印及び代表

者印は申立人自身が管理していた旨供述していることから、申立人が申立期間の標準報

酬月額の減額訂正処理に関与していなかったとは考え難い。 

なお、オンライン記録によると、上記社会保険手続を行ったとする別の取締役の標準

報酬月額についても、平成４年 10月８日付けで、申立人と同様、３年10月に遡って当

初記録されていた 53万円から 15万円に減額訂正されていることが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は会社の業務を執行する責任を負ってい

る代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正の無効を主張することは信義則

上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案23583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年２月 28日から８年３月27日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が 15 万円となっている。

入社の月及びその後の数か月は 15 万円だったかもしれないが、翌年からは間違いな

く 30 万円台後半であった。記録の改ざんを含めて調査の上、標準報酬月額を訂正し

てほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主は死亡して

いることから、同社の申立期間における厚生年金保険の取扱いについて確認できない上

申立人も給与明細書等を保有していないことから、申立人の主張する報酬月額及び厚生

年金保険料控除額について確認することができない。 

また、オンライン記録によると、Ａ社において、申立人及び申立期間に係る被保険者

記録が確認できる 10 人全員について、標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は認め

られない。 

さらに、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決

定通知書（確認日：平成２年５月１日）及び健康保険被扶養者調書（異動届）（確認

日：平成７年２月２日）において確認できる標準報酬月額（15 万円）は、オンライン

記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

、



東京厚生年金 事案23584（事案7962の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年11月１日から62年１月５日まで 

         ② 昭和 62年６月４日から63年２月７日まで     

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。前

回、申立期間①の一部において、Ｃ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し

立て、第三者委員会から年金記録の訂正は必要ではないとする通知を受けたが、申立

期間①においては、Ａ社で勤務していた記憶があるので、改めて調査して、申立期間

①を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｄ社（現在は、Ｅ社）に勤務した申立期間②の加入記録も無い。当該期間に

ついて、同社に勤務した記憶があるので、併せて厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の一部を含む昭和 61年10月１日から同年11月30日までの期間に係る申

立てについて、申立人は、Ｃ社に勤務し、厚生年金保険に加入していた旨申し立てたと

ころ、同社の元従業員の供述から、期間は明らかでないが、申立人が同社に勤務してい

たことはうかがえるものの、同社は、「当該期間当時の資料を保存していないことから

申立人の当時の勤務の状況及び厚生年金保険料の控除の状況は確認できない。また、当

該期間当時、基本的に３か月程度の試用期間を設けており、その間は厚生年金保険のほ

か健康保険や雇用保険にも加入させない取扱いをしており、未加入者から保険料は控除

していない。」旨供述しており、60 年７月１日に厚生年金保険に加入していることが

確認できる従業員二人は、同年４月１日に入社したと供述していること、同社に係る被

保険者名簿の健康保険及び厚生年金保険の整理番号に欠番が無く、申立人の同社におけ

る雇用保険の加入記録も確認できないことから、既に当委員会の決定に基づき平成 22

年３月25日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、「申立期間①においては、Ａ社において、営業

担当として勤務していた記憶がある。」と主張している。 

、



しかしながら、Ａ社が加入していた厚生年金基金は、「申立人の加入員記録は確認で

きない。」旨回答しており、Ｂ社の担当者は、「当時は、厚生年金基金と社会保険事務

所（当時）への届出用紙は複写式である。厚生年金基金の加入員記録が無いことから、

申立人の勤務実態については不明である。」旨供述している。 

また、申立人は、同僚を記憶していないため、オンライン記録及びＢ社に係る厚生年

金保険被保険者原票により、複数の元従業員に照会したが、申立人を記憶している者は

確認できない上、同社における雇用保険の加入記録も無いことから、申立人の同社にお

ける勤務を確認することができない。 

さらに、上記被保険者原票の整理番号に欠番は無く、社会保険事務所の記録に不自然

な点は見当たらない。 

加えて、申立人は、「申立期間①当時において、健康保険証を受け取った記憶は無

い。」旨供述している。 

なお、当委員会の照会に回答した複数の従業員が、「申立人の記憶する勤務地から推

測すると、申立人はＦ社に勤務していたのではないか。」旨供述していることから、同

社及び同社が加入する厚生年金基金に対しても照会を行ったが、申立人の同社における

勤務実態及び加入記録は確認できず、オンライン記録においても、申立人の被保険者記

録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらのことから、申立人から提供された新たな情報については、当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情に当たらず、このほか当委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

申立期間②について、オンライン記録及び適用事業所名簿によると、Ｄ社は、昭和

63 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期間当時は、適用事業

所ではないことが確認できる。 

また、Ｅ社の担当者は、「Ｄ社は、昭和 63 年７月２日に設立されたため、申立人に

係る勤務実態の記録は無い。」旨回答している。 

さらに、オンライン記録から、申立人の記憶する同僚のＤ社における被保険者記録が

確認できないことから、複数の元従業員に照会したが、申立人を記憶している者は確認

できない上、同社における雇用保険の加入記録も無いことから、申立人の同社における

勤務を確認することができない。 

加えて、申立人は、「申立期間②当時において、健康保険証を受け取った記憶は無

い。」旨供述している。 

なお、当委員会の照会に回答した上記複数の従業員は、「申立期間②当時は、Ｄ社で

はなく、Ｇ社（現在は、Ｈ社）の住宅部に所属していた。」旨供述していることから、

Ｈ社に照会したが、申立人のＧ社における勤務実態を確認できず、オンライン記録にお

いても、申立人の被保険者記録は確認できない上、申立人は、「Ｇ社住宅部については

知らない。」旨供述している。 



このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案23585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月１日から４年12月31日まで 

Ａ社に代表取締役として勤務した申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が低くな

っているので、正しい記録に訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、53 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

た平成５年１月１日より後の同年１月 28 日付けで、11 万円に遡及減額訂正処理されて

いることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本では、申立人は、申立期間及び上記遡及減額

訂正処理日において、同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は既に死亡しており、Ａ社における申立期間当時の状況について照会す

ることはできないが、元役員及び元総務担当従業員は、「倒産間際は資金繰りに苦慮し

ていたが、自分の厚生年金保険の標準報酬月額が減額訂正されていたことは知らなかっ

た。自分は、会社の実印を使用できる立場ではなく、社長である申立人の判断で当該減

額訂正処理を行ったのではないか。」旨供述しているほか、他の複数の元従業員も、

「会社の実印を管理していたのは社長である申立人であった。」旨回答していることか

ら、申立人は、上記標準報酬月額の遡及減額訂正処理に関与していたものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役として自らの標準報酬月額に係る当該減額訂正に関与しながら、当該減

額訂正が有効なものではないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間

における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年10月から43年４月１日まで 

         ② 昭和 43年４月１日から同年６月まで     

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務した申立期間①及び同社に勤務した申立期間②

の標準報酬月額が、実際の給与の額より低いので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ｄ企業年金基金から提出された申立人に係る加入員台帳

によると、申立人の当該期間に係る標準給与の記録は、Ａ社Ｃ支店に係る事業所別被保

険者名簿及び同社に係る厚生年金保険被保険者原票で確認できる申立人の標準報酬月額

の記録と一致していることが確認できる。 

また、上記被保険者名簿等から、複数の従業員においても、申立人と同様、申立期間

①及び②において、標準報酬月額が減額されたことが確認できる上、当該標準報酬月額

が遡って訂正された形跡は無く、社会保険事務所（当時）の記録に不自然な点は見当た

らない。 

さらに、申立人と同様、申立期間①及び②に標準報酬月額が減額された従業員の一人

から提出された昭和 42年１月から 43年５月まで（同年３月を除く）の期間に係る給与

明細書によると、控除された厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、上記被保険者

名簿等で確認できる標準報酬月額と一致しており、42 年５月、同年６月及び同年７月

の給与支給額の合計額を３で除した額に見合う標準報酬月額は、同年 10 月の定時決定

の記録と一致することが確認できる。 

なお、Ｂ社は、当時の資料は保管していないとしており、申立人の申立期間①及び②

に係る厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生



年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



東京厚生年金 事案23589 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年９月１日から32年１月６日まで 

Ａ社にＢ社から異動し、申立期間はＡ社に勤務していたので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚等の供述により、申立人はＡ社にＢ社から異動し、申立期間も継続勤務し

ていたことが推認できる。 

しかしながら、従業員の供述並びにＡ社及びＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿により、事業主が同一であり関連会社であったことが確認できるが、両社は既に適用

事業所でなくなっており、申立人の勤務実態及び保険料控除等について照会することが

できない。 

一方、Ａ社における当時の社会保険事務担当者は、同社では社会保険の加入手続は、

入社後約３か月間の試用期間が経過した後に行っており、関連会社から異動してきた従

業員についても、同様の取扱いをしていた、また、当時は厚生年金保険に加入すること

を希望せず、未加入の従業員もいた旨供述している。 

さらに、申立期間前後にＡ社及びＢ社において、異動により厚生年金保険の被保険者

資格を再取得した複数の従業員の加入記録に空白期間があることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23590 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年10月１日から42年４月１日まで 

Ａ組合に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、その前

の期間の標準報酬月額より低くなっている。申立期間前と比較して、業務内容、勤務

場所に変更は無く、退職するまで給与が下がったことは無い。社会保険事務所（当

時）が、申立期間の標準報酬月額の記録を間違えたと思われるので、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、その前の期間の標準報酬月額

より低くなっているが、申立期間の前と比較して、業務内容、勤務場所に変更は無く、

退職するまで給与が下がったことは無いので、社会保険事務所が申立期間の標準報酬月

額の記録を間違えたと思われるとして申し立てている。 

しかしながら、Ａ組合は、当時の資料は無く、申立人の申立期間の標準報酬月額に係

る届出の内容については不明と供述しており、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認することができない。 

また、Ａ組合に係る事業所別被保険者名簿によると、昭和41年10月の定時決定にお

いて、標準報酬月額がその前の期間より低く届出されている者は申立人のほかに 34 人

が確認される上、上記被保険者名簿における申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記

録には、社会保険事務所における誤記入や不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たら

ない。 

さらに、申立人と同日に被保険者資格を取得し、同じ内勤業務者であった従業員が保

有していた給与支給明細書に記載された各月の厚生年金保険料控除額は、上記被保険者

名簿における当該従業員の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額と一致している。 

加えて、申立人は、申立内容を裏付ける給与支給明細書等を所持していないことから、



その主張する申立期間の標準報酬月額及び保険料控除額を確認できない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案23592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年 10月１日から９年１月15日まで 

         ② 平成９年１月15日から同年10月１日まで     

Ａ社に勤務した期間のうち、育児休業期間前の申立期間①及び育児休業期間の申立

期間②の厚生年金保険の標準報酬月額の記録が 24万円となっている。 

当該標準報酬月額に係る平成８年 10 月の定時決定の算定基礎となる同年５月から

同年７月までの各月は、産休により報酬支払の基礎日数が 20 日未満であることから

従前の等級で算定すべきであるところ、同年５月から同年７月までの３か月の報酬月

額で定時決定が行われている。 

平成８年 10 月からの標準報酬月額は、従前の等級で算定を行うのが正しいはずで

あるので、申立期間①及び②の標準報酬月額を 30万円に訂正してほしい。 

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人のＡ社における申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記

録によると、24万円と記録されている。 

このことについて、年金事務所は、「当該標準報酬月額は、申立期間①の最初の月

である平成８年 10 月の定時決定において算定されたものである。そして、平成８年

当時の定時決定における標準報酬月額の算定方法は、対象期間を同年５月から同年７

月までの３か月とし、当該３か月間のうち、報酬支払の基礎日数（当時は、歴日数か

ら報酬が支払われない欠勤日数を差し引いた日数）が 20 日以上の月の報酬月額の平

均により算出するとされていたところ、Ａ社から提出のあった申立人の８年の給与明

細によると、同年５月から同年７月までは、いずれの月も報酬支払基礎日数が 20 日

以上あり、かつ、当該３か月の報酬月額の平均が 24 万 503 円であったことが確認で

きることから、申立期間①の標準報酬月額が、24 万円と決定されたものと考えられ

る。」としており、申立期間①の標準報酬月額 24 万円は、適切な算定方法により算



出されたものであると認められる。 

また、Ａ社から提出された平成８年の給与明細によると、申立期間①に係る保険料

控除額は、標準報酬月額 24 万円に見合うものであり、この標準報酬月額は、オンラ

イン記録と一致している。 

さらに、企業年金連合会から提出された申立人に係る厚生年金基金の記録において

も、申立人の申立期間①の標準報酬月額は、24 万円であり、オンライン記録の標準

報酬月額と一致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立人のＡ社における申立期間②に係る厚生年金保険の被保険者記録は、オンライ

ン記録により、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく事業主からの申出により

厚生年金保険料が免除される育児休業期間となっていること、及び当該期間に係る標

準報酬月額は 24万円となっていることが確認できる。 

一方、育児休業期間における標準報酬月額については、平成７年４月の育児休業期

間における厚生年金保険料免除措置の制度開始に伴い、同年３月29日に発出された旧

社会保険庁関係課長通知「健康保険、船員保険及び厚生年金保険の育児休業期間中の

保険料免除等の取扱いについて」において、「育児休業開始直前の標準報酬の基礎と

なった報酬月額に基づき算定した額とすること」と定められている。 

したがって、申立人の申立期間②の標準報酬月額については、育児休業期間である

ため、上記関係課長通知に基づき、当該育児休業開始直前の申立期間①の最終月であ

る平成８年12月の標準報酬月額から、24万円が妥当であるところ、当該標準報酬月額

については、オンライン記録の標準報酬月額と一致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案23593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成６年 10月１日から７年10月１日まで 

② 平成11年８月１日から12年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が 24 万円

になっている。当該標準報酬月額に係る平成６年 10 月の定時決定は、算定基礎期間

である同年５月から同年７月までの期間のうち、欠勤により報酬支払の基礎日数が

20 日未満となる同年６月及び同年７月を除いた同年５月のみで行うのが正しいはず

である。 

また、申立期間②についても、標準報酬月額が26万円になっているが、平成11年

８月の随時改定は、申立期間①と同様の理由で同年５月のみで算定を行うのが正しい

はずである。 

申立期間①の標準報酬月額については 26 万円に、申立期間②の標準報酬月額につ

いては28万円にそれぞれ訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人のＡ社における申立期間①に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライ

ン記録によると、24万円と記録されている。 

このことについて、年金事務所は、「当該標準報酬月額は、申立期間①の最初の月

である平成６年 10 月の定時決定において算定されたものである。そして、平成６年

当時の定時決定における標準報酬月額の算定方法は、対象期間を同年５月から同年７

月までの３か月とし、当該３か月間のうち、報酬支払の基礎日数（当時は、歴日数か

ら報酬が支払われない欠勤日数を差し引いた日数）が 20 日以上の月の報酬月額の平

均により算出するとされていたところ、Ａ社から提出のあった申立人の６年の給与明

細によると、報酬支払基礎日数が 20 日以上あるのは同年５月及び同年６月の２か月

であり、当該２か月が算定の計算の基礎となる月である。」としている。 



また、Ａ社から提出された平成６年及び７年の給与明細によると、申立期間①に係

る保険料控除額は、標準報酬月額 24 万円に見合うものであり、この標準報酬月額は

オンライン記録と一致している。 

さらに、企業年金連合会から提出された申立人に係る厚生年金基金の記録において

も、申立人の申立期間①の標準報酬月額は、24 万円であり、オンライン記録の標準

報酬月額と一致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は

申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立人のＡ社における申立期間②に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライ

ン記録によると、26万円と記録されている。 

このことについて、年金事務所は、「当該標準報酬月額は、申立期間②の最初の月

である平成 11 年８月の随時改定（固定的賃金が変動し、連続した３か月の報酬月額

の平均が、その前の標準報酬月額と比べて、２等級以上の差が生じた場合に行われる

申立人の場合、平成 11 年５月から同年７月までの３か月の報酬月額）において算定

されたものである。そして、平成 11 年当時の随時改定における標準報酬月額の算定

方法は、報酬支払の基礎日数（当時は、歴日数から報酬が支払われない欠勤日数を差

し引いた日数）が 20 日以上の連続した３か月の報酬月額の平均により算出するとさ

れていたところ、Ａ社から提出のあった申立人の 11 年の給与明細によると、同年５

月から同年７月までは、いずれの月も報酬支払基礎日数が 20 日以上あり、かつ、当

該３か月の報酬月額の平均が約 26 万円であったことが確認できることから、申立期

間②の標準報酬月額が、26 万円と決定されたものと考えられる。」としており、申

立期間②の標準報酬月額 26 万円は、適切な算定方法により算出されたものであると

認められる。 

また、Ａ社から提出された平成 11年の給与明細及び12年の源泉徴収原簿兼賃金台

帳によると、申立期間②に係る保険料控除額は、標準報酬月額 26 万円に見合うもの

であり、この標準報酬月額は、オンライン記録と一致している。 

さらに、企業年金連合会から提出された申立人に係る厚生年金基金の記録において

も、申立人の申立期間②の標準報酬月額は、26 万円であり、オンライン記録の標準

報酬月額と一致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は

申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

、

、

。

、



東京厚生年金 事案23594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年１月１日から４年５月31日まで 

② 平成４年９月１日から同年10月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額が、

53 万円であったのに、会社が社会保険料を滞納したため、社会保険事務所（当時）

に呼び出され、担当事務官に滞納額に見合うように標準報酬月額を過去に遡って訂正

された。 

また、Ｂ社に勤務した申立期間②における厚生年金保険の標準報酬月額が、53 万

円であったのに、会社が社会保険料を滞納したため、社会保険事務所に呼び出され、

担当事務官に滞納額に見合うように標準報酬月額を資格取得日から減額された。 

申立期間①及び②の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人のＡ社における申立期間①に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライ

ン記録によると、当初、53 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった平成４年５月 31日より後の同年９月３日付けで、遡って15万

円に減額訂正されている。そして、申立人と同様に、同社の代表取締役のほか７人の

役員等についても、このような標準報酬月額の遡及した減額訂正が行われていること

が確認できる。 

しかしながら、申立人は、登記簿上、当該遡及減額訂正が行われた平成４年９月３

日には、既にＡ社の取締役を退任しており、また、社会保険事務の担当ではなかった

とされているものの、本件申立書において、「標準報酬月額が 53 万円であったのに、

会社が社会保険料を滞納したため、社会保険庁（Ｃ事務所）に呼び出され、担当事務

官に滞納額に見合うまで標準報酬月額を過去に遡って訂正された。」と記載しており、

そして、このように社会保険事務所に行ったこと等について、「自分が社会保険事務



所に行ったのは、自分が直接社会保険事務所から呼び出されたのではなく、社長の指

示によるものであり、その場で、担当官からＡ社における滞納保険料を解消するため

の遡及訂正の説明を受けた。保険料を減額した通知書のようなものを見せられたよう

な気がする。」と説明しており、当該遡及減額訂正について、事前に承知していたも

のと認められる。 

一方、年金事務所は、「申立期間①当時も、事業主による厚生年金保険料の滞納が

あった場合、社会保険事務所では、当該保険料の滞納を解消するための方策について

当該事業所と協議や折衝等を行っているが、その相手は、当該事業所の事業主等の代

表者又はその代理人であり、それ以外の者と協議や折衝等を行うことは無い。」とし

ている。 

これらのことから、申立人は、Ａ社の代表取締役の指示を受け、社会保険事務所に

出向き、滞納保険料の解消のための同社における標準報酬月額の遡及減額訂正に関与

したものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、代表取締役の指示を受け、自らの

標準報酬月額の減額を含む当該遡及訂正処理に直接関与しながら、当該減額訂正処理

が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間①にお

ける厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

２ 申立人のＢ社における申立期間②に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライ

ン記録によると、当初、53 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった平成４年 11月30日より後の同年12月15日付けで、資格取得

時の同年９月１日に遡及して８万円に減額訂正されている。そして、申立人と同様に

同社の 10 人の役員等についても、このような標準報酬月額の遡及減額訂正が行われ

ていることが確認できる。 

  しかしながら、申立人は、登記簿上、平成３年12月30日付けでＢ社の代表取締役

に就任し、当該標準報酬月額の減額訂正処理が行われた４年12月15日も同社の代表

取締役であることが確認できるところ、同社に係る標準報酬月額の遡及減額訂正につ

いて、「社会保険事務所から呼出しを受け、自ら社会保険事務所へ出向き、その場で

標準報酬月額を遡及して減額する手続を行った。」としている。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ｂ社の代表取締役として、自らの

標準報酬月額の減額を含む当該遡及訂正処理に直接関与しながら、当該減額訂正処理

が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間②にお

ける厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

、

、



東京厚生年金 事案23595 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年８月から58年まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同社に勤務

したことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ社に営業担当として勤務し、厚生年金保険に加入し

ていたと申し立てている。 

しかしながら、申立人が申立期間当時勤務していたとするＡ社は、オンライン記録及

び適用事業所検索システムにおいて、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い。

そして、Ａ社は、所在地を管轄する法務局に商業登記の記録も無い。 

また、申立人は、Ａ社の代表取締役、上司及び同僚の氏名や連絡先を不明としている

ことから、これらの者から同社における申立人の勤務及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務及び厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23596 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年12月から48年４月まで 

② 昭和48年５月から51年４月まで 

③ 昭和 52年３月から54年11月まで 

④ 昭和 56年１月から57年４月まで 

⑤ 昭和 57年５月から同年８月まで 

⑥ 昭和 57年９月から59年３月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①から⑥までの厚生年金保険の標準報酬月額

が実際の報酬額と相違している。申立期間①から⑥までについて、一部の期間の給与

支給明細書を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から⑥までにおける自らの厚生年金保険の標準報酬月額の記録

が毎月もらっていた報酬額より少ないと申し立てている。 

しかしながら、申立期間①から⑥までについて、Ａ社が作成し、同社が保有している

社会保険被保険者台帳における申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、年金事務所の

同社に係る事業所別被保険者名簿における申立人の標準報酬月額と全て一致している。 

また、Ａ社は、申立人の給与からは、上記台帳における申立人の標準報酬月額に基づ

く保険料を控除していたはずであるとしているところ、申立期間①から⑥までについて、

申立人から提出のあった一部の期間の給与支給明細書において確認できる保険料控除額

を基に算出した標準報酬月額は、同社に係る事業所別被保険者名簿における申立人の標

準報酬月額と一致している。 

なお、申立期間②のうち、昭和 49年８月から51年４月までの期間、申立期間③のう

ち、53年８月から 54年11月までの期間、申立期間④のうち、56年８月から57年４月

までの期間並びに申立期間⑤及び⑥における申立人に係る標準報酬月額は、当時の標準



報酬月額の最高等級に係る金額であり、それ以上の標準報酬月額が無いことから、妥当

な額であると認められる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案23600 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加   

入記録が無い。同社同工場には昭和 37年２月28日まで勤務していたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社管理部は、「申立期間当時の人事記録等の資料を保管しておらず、申立人の勤務

実態について確認できない。」旨回答していることから、申立人の申立期間における勤

務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に厚生

年金保険に加入していることが確認できる同僚及び従業員 15 人に照会したが、回答の

あった従業員９人は、いずれも、申立人の退職日を記憶しておらず、申立人の申立期間

における勤務実態について確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿において、申立期間前後に記載されている被保険者のうち

昭和 30 年代に資格を喪失した者は 275 人確認できるが、このうち、資格喪失日が月末

となっている者が 34人、月の初日となっている者が23人、その他の日付の者が218人

確認できることから、Ａ社Ｂ工場では、30 年代当時、必ずしも月末を退職日とする取

扱いではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年６月８日から27年３月１日まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間は同事業所で運転手として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶している複数の同僚の供述により、申立人が昭和 26 年６月頃からＡ事

業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ事業所における社会保険の記録管理業務を引き継いだＢ事務所は、申立人

に係る記録が無い旨回答しており、同僚が氏名を記憶していた同事業所の社会保険担当

者は所在が判明しないことから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除に

ついて確認することができない。 

また、申立人がＡ事業所の前に勤務していた事業所における同僚で、同事業所に申立

人と一緒に行ったとしている者について、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿によると、申立人と同日の昭和 27 年３月１日に被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる上、当該同僚は既に死亡していることから、申立人の申立期間における

勤務実態等について確認することができない。 

さらに、申立人と同日に被保険者資格を取得した他の同僚は、「自分は昭和 26 年２

月頃に入社したが、27 年３月１日まで厚生年金保険に加入していない。運転手は 50 人

くらいいたが、常時入れ替わっていたので、多分、入社してすぐには厚生年金保険に入

れてもらえなかったと思う。」と回答している。 

加えて、従業員一人は、「自分は昭和 26 年２月１日に運転免許を取得し、以後運転
た

手として勤務したが、１年くらい経ってから厚生年金証書をもらった。それより前に保

険料は引かれていないと思う。」と供述している。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

  

 



東京厚生年金 事案23602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年６月21日から同年８月１日まで 

Ａ社本社事業部に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。同社が発行した在籍証明書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ健康保険組合から提出された「加入記録調査に関するご回

答」により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ａ社Ｃ事業本部は、「申立人が申立期間において見習社員であったことは人

事記録により確認できたが、厚生年金保険の取扱いについては、当時の書類を保管して

いないため不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間における厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ａ社本社事業部に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、昭

和 45 年７月１日から同年９月１日までの期間に被保険者資格を取得したことが確認で

きる 10 人（申立人を除く。）のうち、雇用保険の加入記録が確認できた９人全員が、

雇用保険の資格取得日より１か月から３か月後に厚生年金保険の被保険者となっている

ことが確認できる上、当該９人のうち７人の従業員は、「試用期間があり、厚生年金保

険には入社後すぐに加入できなかった。」旨供述していることから、同社では入社と同

時に厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

  



東京厚生年金 事案23605（事案4395の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年７月から51年５月まで 

申立期間は間違いなくＡ社に勤務し、健康保険被保険者証を会社からもらっていた    。

申立てが認められるには新しい資料が必要だと第三者委員会の事務室から言われ、

同社を紹介してくれた元同僚を探した。私と友人は、当該同僚の紹介で一緒に同社

に入社することができた。当該同僚は、当時のことを第三者委員会に証言してくれ

ると言っているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立てについては、ⅰ）Ａ社は、昭和 55年３月31日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、当時の事業主は所在不明のため、申立期間（昭和 40 年４月

７日から54年８月 18日まで）における申立人の勤務の状況や厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができないこと、ⅱ）申立人が記憶している複数の同僚が、当時は

厚生年金保険には加入を希望する者だけが加入させてもらえた旨供述しているところ、

上記同僚の中に、同社の被保険者としての記録が無い者が確認できることなどから、既

に当委員会の決定に基づき、平成 21年10月７日付けで年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、上記通知に納得できず、Ａ社に勤務していたこ

とは間違いないとして、申立人を同社に紹介した同僚を証人として、申立期間の一部を

変更し、昭和 39年７月から 51年５月までについて再調査を強く要望している。 

しかしながら、当該同僚は、昭和 39 年頃、日雇い労働者であった申立人をＡ社に誘

い、申立人が助手として働き始めた旨供述しているものの、申立人が厚生年金保険に加

入したか否かについては、自らが助手で入社した際に厚生年金保険に加入したので申立

人も加入したものと思っていた旨供述するにとどまり、これを裏付ける資料を保有して

いないことから、当該同僚の供述は、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは



認められない。 

また、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務したと主張しているが、同社におけ

る雇用保険の加入記録は見当たらない上、同社が加入する健康保険組合は、申立人に関

する届出は見当たらない旨回答している。 

このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23616 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から同年５月１日まで 

Ａ社（平成３年２月にＢ社に名称変更）で勤務していた期間のうち、申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無い。同社には平成元年４月１日から勤務していたことは確

かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に平成元年４月に入社した複数の同僚の供述から、申立人は、申立期間に同社で

勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は平成３年８月 31 日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっていることが確認でき、当時の事業主も死亡していることから

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の取扱い及び給与からの保険料控除について確認

することができない。 

また、申立期間当時、Ａ社で総務を担当していた元取締役及び同社の社会保険関係の

事務手続を担当していた社会保険労務士は、厚生年金保険と雇用保険は同時に加入させ

る取扱いであったと思う旨供述しているところ、オンライン記録により、平成元年４月

に入社した 11 人（申立人を除く。）のうち、新規学卒者とみられる９人は、申立人と

同じ同年５月１日に厚生年金保険と雇用保険の両資格を取得していることが確認できる

一方、残る二人のうち一人は、入社した同年４月１日に厚生年金保険と雇用保険の両資

格を取得し、他の一人は、同年４月１日に雇用保険、同年５月１日に厚生年金保険の資

格を取得していることが確認できるが、両名とも同社に入社前の職歴を有していること

から、新規学卒者と異なる取扱いが行われていたことがうかがわれる。 

さらに、上記同僚 11 人のうち、連絡先の判明した９人に照会し、３人から回答を得

られたが、いずれの者もＡ社における厚生年金保険の取扱いは不明としている上、申立

人と同じ平成元年５月１日に厚生年金保険の資格を取得したと記録されている二人は、

、

。



当時の給与支払明細書は保有しておらず、申立期間に係る事業主による給与からの保険

料控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間の厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23620 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年２月28日から同年３月１日まで 

         ② 平成９年３月１日から同年10月16日まで 

Ａ社を退職後、健康保険証を同社に返したが、社会保険事務所（当時）に返納され

    

    

ていないことを知り、不審に思って自分の年金記録を確認したところ、同社に継続

して勤務していた申立期間①が未加入で、申立期間②の標準報酬月額が半減されて

いることを知った。社会保険事務所から会社に連絡してもらい、申立期間①の保険

料及び申立期間②の差額保険料は、平成９年 11 月 11 日に返還されたが、会社のし

たことを社会に公表したいので申立てをした。申立期間①及び②の記録を、実際に

受け取っていた報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の記録から、申立人がＡ社に継続して勤務してい

たことが認められる。 

そして、申立人から提出された預金通帳の申立期間①及びその前後の期間の給与振

込額から、また、Ａ社の申立期間①当時の従業員であって、申立人と同様に、申立期

間①については厚生年金保険の被保険者とはなっていない者から提出された申立期間

①に係る給与明細書から、申立期間①について、申立人の主張する標準報酬月額（34

万円）に基づく厚生年金保険料が控除されていることが推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係るオンライン記録によると、同社は平成９年２月 28 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、その後、同年３月１日に再度適用事業所と

なっていることが確認でき、申立期間①は適用事業所となっていない。 

また、申立人は、「Ａ社の退職直後に社会保険事務所において年金記録を確認した



ところ、申立期間①の記録が無く、申立期間②の標準報酬月額が半減されていること

に気付き、社会保険事務所にその旨を申し出たところ、社会保険事務所から、申立期

間①及び②の記録を訂正するか、申立期間①に自身が負担した保険料及び申立期間②

に自身が負担した保険料からオンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料を除いた

差額保険料の返還を請求するかの選択を求められ、後者の保険料の返還を選択した結

果、社会保険事務所の指導により、Ａ社から平成９年 11月11日に当該保険料の返還

がされた。」と供述している。そして、上記預金通帳には、平成９年11月11日に同

社から 21 万 3,631 円の振込があったことが確認でき、当該振込額は、申立期間①に

おける申立人の主張する 34 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料及び健康保

険料に、申立期間②における申立人の主張する 34 万円の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料及び健康保険料からオンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料及び健康保険料を除いた差額とを加えた額と一致する。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間

①について、一旦は申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が給与か

ら控除されたと考えられるが、当該保険料は申立期間②の直後にＡ社から申立人に返

還されていることが確認できることから、申立人が、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②については、上記預金通帳の給与振込額及び申立人の雇用保険受給資格

者証から確認できる離職時賃金日額により、申立人の報酬月額については、オンライ

ン記録の標準報酬月額を超える給与の支給があったことが確認できる上、当該預金通

帳及びＡ社の従業員から提出された当該従業員の申立期間②に係る給与明細書から、

申立人は、申立期間②について、申立人の主張する標準報酬月額（34 万円）に基づ

く厚生年金保険料が控除されていることが推認できる。 

しかしながら、上記１で記述したとおり、上記預金通帳により、申立期間②に係る

申立人の主張する 34 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料及び健康保険料か

らオンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料及び健康保険料を除いた差

額が、申立人に申立期間②直後に返還されていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間

②についても、一旦は申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が給与

から控除されていたと考えられるが、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料からオンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除いた差額は、

Ａ社から申立人に返還されていることが確認できることから、申立人が、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



東京厚生年金 事案23621 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月頃から51年３月頃まで 

         ② 昭和 63年10月頃から平成３年６月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した期間のうちの申立期間②について、

    

厚生年金保険の加入記録が無い。いずれの期間も勤務していたことは間違いないので、

当該期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社に営業職として勤務していたので申し立て

たとしている。 

しかし、Ａ社は、昭和 54年６月30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

いる上、当該期間当時の事業主は所在不明であるため、事業所及び事業主から、同社

における申立人の勤務の状況や厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

そして、申立人が氏名を記憶している当該期間当時の上司２名及び同僚５名のうち、

連絡先が判明した上司１名及び同僚２名は、申立人のことを記憶しておらず、また、

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間①当時厚生年金保険に加入している

ことが確認できる複数の従業員に、申立人の当該期間における勤務状況を照会したと

ころ、連絡の取れた７名の従業員も、申立人のことを記憶していないとしており、こ

れらの者からも、申立人の同社における勤務の状況を確認することはできなかった。 

また、申立人が氏名を記憶している同僚のうち、２名については、Ａ社に係る事業

所別被保険者名簿において、その氏名を確認できず、同社では、全ての従業員が厚生

年金保険に加入していたわけではないことがうかがえる。しかも、社会保険・経理担

当であった従業員は、「営業職は、最初から厚生年金保険に加入させるということは

無く、一定期間経過後に加入させていた。」と供述しており、営業職であった上記同



僚の１名は、「Ａ社に入社後、約１年６か月経過してから厚生年金保険に加入し

た。」と供述していることから、Ａ社においては、申立期間当時、営業職については

採用後、相当期間経過してから厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人は、Ｂ社に入社し、取引先であるＣ社及びＤ社にお

いて、昭和63年頃から勤務していたので申し立てたとしている。 

そして、このことについては、Ｄ社の従業員が、「申立人は、Ｂ社の社員であるが

当社で一時期、配送業務をしていた。」と供述しており、Ｂ社での申立人の複数の上

司も、「当該期間当時、期間は覚えていないが、申立人はＢ社の従業員として、取引

先のＤ社で配送の仕事をしていた。」と供述していることから、申立人は、期間は特

定できないが、申立期間②の一部について、Ｂ社の取引先であるＤ社で勤務していた

ことが推認できる。 

しかしながら、Ｄ社に係るオンライン記録では、申立人の氏名は確認できないこと

から、同社に照会したところ、申立人に係る記録は保存されていないと供述しており

また、Ｃ社に係るオンライン記録では、申立人の氏名は確認できないことから、同社

に照会したところ、申立人に係る記録は保存されていない上、申立人のことは記憶に

無いと供述している。さらに、Ｂ社は、平成 16年９月14日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっている上、既に解散しており、元事業主は、申立期間②当時の資料

等を保有していないとしているため、事業所及び事業主から、同社における申立人の

勤務の状況や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

一方、申立人に係るＢ社における雇用保険の記録並びに同社が加入している厚生年

金基金及び健康保険組合の加入員記録では、いずれも資格取得日は平成３年６月１日

となっており、厚生年金保険の記録と一致していることから、同社における申立人の

厚生年金保険の資格取得日が同日となっているのは、社会保険事務所による記載（入

力）誤りではなく、同社の事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日を同日

として社会保険事務所に届け出たためであると認められる。 

しかも、申立人の国民健康保険の記録をみると、申立期間②を含む昭和 63 年２月

21 日から平成３年６月２日まで加入しており、また、申立人の国民年金の記録をみ

ると、昭和 63 年４月頃に加入手続が行われており、申立期間②については、国民年

金保険料が納付されていることが確認できることから、申立人は、申立期間②におい

て、厚生年金保険及び健康保険に加入していないことを認識していたと考えるのが自

然である。 

加えて、Ｂ社での申立人の上司１名は、「給与の手取り額が減るという理由で厚生

年金保険に加入しない従業員がいた。」、他の上司１名は、「自分は、入社後一定期

間は厚生年金保険に加入せず、国民年金に加入していた。」と供述しており、同社で

は、全ての従業員が厚生年金保険に加入していたわけではないことがうかがえる。 

、

、

、



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23625 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年10月１日から53年６月17日まで 

Ａ社Ｂ事業部に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実    

際の給与額に見合う標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額が、給与の手取り額に見合うものとなって

いるので、実際に支給された給与額に見合う標準報酬月額に訂正してほしいと申し立て

ている。 

しかしながら、Ａ社は、申立人に係る給与支給額等を確認できる資料を保管しておら

ず、申立期間における申立人の給与額及び厚生年金保険料控除額について不明である旨

回答している。 

また、申立期間当時のＡ社Ｂ事業部の複数の従業員から提出された給料明細書及び同

社同事業部に係る事業所別被保険者名簿によると、同社同事業部は、社会保険事務所

（当時）に届け出る報酬月額について、実際に支給した給与額を基に届け出ており、ま

た、届け出た報酬月額に見合う標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除していたこ

とが確認できる。 

なお、上記被保険者名簿における申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、Ａ社が加

入しているＣ企業年金基金から提出されたＤ厚生年金基金における標準給与と一致して

いる。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23626 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年４月１日から同年９月30日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務していたこ

とは確かので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る詳細な供述から、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤

務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社を承継しているＢ社及びＣ社は、申立人に係る資料は保管されて

おらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について不明である旨回答して

いる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から複数の元従業員に照会した

が、申立人を記憶している者はおらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況

について確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23627 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月22日から44年４月１日まで 

Ａ法人のＢ学園の生徒であった申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ法人の後継組織であるＣ法人から提出された申立人に係る履歴カードにより、申立

人は、申立期間において、Ａ法人のＢ学園の生徒として在籍していたことが確認できる

しかしながら、Ｃ法人は、学園の生徒は就労ではなく就学という扱いで、臨時雇用員

等でない場合、厚生年金保険に加入させていなかった旨回答している。 

また、申立人は、上記履歴カードによると、Ｂ学園終了後の昭和 44 年４月１日にＡ

法人において準職員となっていることが確認でき、それ以前に臨時雇用員になっている

記録は無く、申立人も臨時雇用員になったことは無いと供述している。 

さらに、申立人及び申立人が自分と同時期にＢ学園に入学したとする９名については

Ａ法人に係る厚生年金保険被保険者原票において、記録を確認することができなかった

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

。 

、

。 

 




